
年金被保険者情報を活用した職権による国民健康保険資格喪失の 

事務処理要領 

 

（目的） 

第１条 この要領は，国民健康保険の被保険者が，被用者保険に加入した

事実の届出を行っていない場合における職権による国民健康保険資格

喪失の処理について定め，もって被保険者資格の適正化を図ることを

目的とする。 

（根拠等） 

第２条 事務処理にあたっては，平成２３年１２月１６日付保国発1 2 1 6 

第１号「国民健康保険の適用事務における年金被保険者情報の活用につ

いて」の一部改正についておよび国民健康保険の適用事務に必要な情報

等の取扱いに関する約款，窓口装置等を用いた年金個人情報の情報提供

に関する約款に規定された事項を遵守するものとする。 

（被用者保険加入状況の確認） 

第３条 被用者保険に加入していることの確認は，日本年金機構から提供

される次の各号の情報に基づいて行うものとする。 

(1) 第２号被保険者資格喪失者一覧表 

 (2) 第１号・第３号被保険者資格喪失・喪失訂正者一覧表 

 (3) 国民年金被保険者情報（可搬型窓口装置） 

（届出勧奨） 

第４条 前条の規定により被用者保険に加入していることが確認された被

保険者の世帯主に対して，次の各号により資格喪失届出勧奨を行うも

のとする。 

(1) 資格喪失届出勧奨文書の送付および電話連絡等により勧奨を行う。 

(2) 前号の勧奨によっても届出がない場合は，発送日の翌日から起算

して３１日以上後の指定日までに資格喪失の届出がない場合は職権

による資格喪失処理を行う旨明記した資格喪失届出再勧奨文書を送

付し，再度勧奨を行う。 

（職権による資格喪失処理） 

第５条 前条に規定する届出勧奨を行ってもなお届出がない場合は，職権

による資格喪失処理を行うものとする。 

（通知） 



第６条 前条に規定する資格喪失処理を行った場合は，世帯主あて対象者

氏名および資格喪失年月日等の通知を行うものとする。 

（関係書類の保管） 

第７条 第５条に規定する資格喪失処理を行った場合の関係書類について

は，３年間これを保管することとする。 

 

 

   附 則 

この要領は，平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は，令和５年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


